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表紙

本内容につきましては、法令及び当社定款第14条第2項の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に交付する書面(電子提供措置事項記載書面)への
記載を省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

第1９回定時株主総会招集ご通知
その他の電子提供措置事項

(交付書面省略事項)

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2023年1月1日～2023年12月31日）

株式会社グローバル・リンク・マネジメント
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　２社
・連結子会社の名称　株式会社G&G Community、AtPeak株式会社

(2) 連結の範囲の変更
　当連結会計年度より、新たに設立したAtPeak株式会社を連結の範囲

に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社の数　１社
・関連会社の名称　　　ＳＡＧＬアドバイザーズ株式会社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま
す。

４. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①棚卸資産
　販売用不動産及び仕掛販売用不動産
　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
　貯蔵品
　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用しております。
②有価証券
　その他有価証券
　　市場価格のない株式等
　　　移動平均法による原価法を採用しております。

－ 1 －



2024/02/28 17:54:12 / 23062298_株式会社グローバル・リンク・マネジメント_招集通知

連結注記表

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
　定率法を採用しております。
　ただし、建物（附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　６年～47年
②無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（5年）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②転貸事業損失引当金
　プロパティマネジメント事業において、転貸差損が将来にわたり
発生する可能性が高い転貸物件について翌事業年度以降の損失見込額
を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
①不動産の販売
　不動産の販売は、仕入・開発した不動産物件を法人及び一般消費者
へ販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき、当該物件
の引渡しを行う義務を負っております。
　不動産の販売においては、物件の引渡しをもって顧客に支配が移転
し、履行義務が充足されることから、引渡し時の一時点で収益を認識
しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから主として1ヵ月以内に受領し
ており、重大な金融要素は含んでおりません。
②不動産の管理
　不動産の管理は、主にマンションの維持・管理サービスの提供を履
行義務としております。サービスの提供を行うにつれて、顧客が便益
を享受するため、一定期間にわたり収益を認識しております。進捗度
は、契約期間にわたる時の経過に基づき、顧客に移転するサービスの
価値を直接測定しております。

－ 2 －
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　取引の対価は履行義務を充足してから主として1ヵ月以内に受領し
ており、重大な金融要素は含んでおりません。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　販売用不動産に係る控除対象外消費税等は、取得原価に算入してお
ります。また、固定資産に係る控除対象外消費税等のうち一定のもの
は、長期前払費用（投資その他の資産）として計上し、５年間で均等
償却を行っております。

会計方針の変更に関する注記
(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号　
2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。)を当連結会計
年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的
な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将
来にわたって適用することといたしました。なお、当連結会計年度の連結計
算書類に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書)

　従来、支払手数料のうち融資手数料については「販売費及び一般管理費」
に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度より「営業外費用」として
表示する方法に変更しております。
　これは、事業環境の変化に伴い融資手数料の重要性が増すことが想定され
ており、融資手数料の経済的実態を改めて検討した結果、支払利息と同様に
財務コストとしての性格が強いと判断したことから、当社グループの実態を
より適切に表示するために行ったものであります。当該表示方法の変更を反
映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書の組替を行っております。
　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般
管理費」に表示していた165,862千円は、「営業外費用」の「支払手数料」
165,862千円として組替えております。
　また、この変更により前連結会計年度の営業利益は、165,862千円増加し
ております。

－ 3 －
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科目名 当連結会計年度
販売用不動産 3,138,868
仕掛販売用不動産 14,805,345

会計上の見積りに関する注記
販売用不動産等の評価
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

    (単位：千円)

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループでは、販売用不動産等について、取得原価をもって連結貸借対

照表価額とし、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合
には、収益性が低下しているとみて、当該正味売却価額をもって連結貸借対照
表価額とするとともに、取得原価と当該正味売却価額との差額は当期の費用と
して処理しております。

正味売却価額の算定は、個別物件ごとの事業計画に基づいて行っており、
事業計画においては、販売見込額や建設コスト等を考慮しております。販売
見込額の主要な仮定には、周辺相場賃料もしくは現行賃料、還元利回り等を
用いております。

上記の主要な仮定や不動産市況の変動等によって正味売却価額が変動するこ
とになり、棚卸資産評価損の計上が必要と判断された場合には、翌連結会計年
度の連結計算書類に影響を与える可能性があります。

－ 4 －
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仕掛販売用不動産 3,093,730 千円
１年内返済予定の長期借入金 967,252
長期借入金 2,207,615

販売用不動産 3,121,964 千円
仕掛販売用不動産 14,805,345
建物 1,148,218
土地 1,933,664

計 21,009,193

短期借入金 1,862,200 千円
１年内返済予定の長期借入金 6,779,709
長期借入金 6,033,576

計 14,675,485

３. 有形固定資産の減価償却累計額 174,855 千円

４. 保証債務

債務保証額 171,801 千円

連結貸借対照表に関する注記
１. 金融取引として会計処理した資産及び負債

２. 担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

　当社は、本社の賃借物件に係る差入敷金について、賃貸人及び金融機
関との間で代預託契約を締結しております。当該契約に基づき、金融機
関は賃貸人に対し差入敷金を預託しており、当社は賃貸人が金融機関に
対して負う当該預託金の返還債務を保証しております。

－ 5 －
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普通株式 7,996,544株

決 議 株式の
種類 配当の原資

配当金の
総額

(百万円)
1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年2月22日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 417 52.5 2022年12月31日 2023年3月30日

決 議 株式の
種類 配当の原資

配当金の
総額

(百万円)
1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年2月22日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 799 100 2023年12月31日 2024年3月29日

普通株式 224 株

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２. 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連
結会計年度になるもの

３. 当連結会計年度の末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来し
ていないものを除く。)の目的となる株式の種類及び数

－ 6 －
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金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に投資用マンションの開発計画に照らして、必要な
資金を主に金融機関からの短期借入または長期借入並びに社債の発行によ
り調達しております。また、短期的な運転資金を金融機関から調達し、一
時的な余資は安全性の高い金融資産（銀行預金）で運用しております。デ
リバティブ取引は、現在ありませんが、利用する際には、借入金の金利変
動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　投資有価証券及び出資金は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び
出資金であり、発行体の信用リスクに晒されております。営業債務である
未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金は、主
に投資用マンション開発に必要な資金の調達を目的としたものであり、返
済期限は主として２年以内であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、営業債権について経理部が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。子
会社についても、同様の管理を行っております。
②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券及び出資金については、定期的に時価や発行体(取引先企
業)の財務状態等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継
続的に見直しております。借入金については、調達を行う際には、金利動
向を十分に把握しております。
③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰り計
画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リス
クを管理しております。
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（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(1)社債(*1) 382,000 368,758 △13,241

(2)長期借入金(*2) 16,938,762  16,953,816 15,053

（単位：千円）

区分 当連結会計年度
（2023年12月31日）

非上場株式 14,400

関係会社株式 76,930

出資金 350

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異
なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま
す。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。また、現金及び預金、未払金、短期借
入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を
省略しております。

(*1)社債には、１年内に期限の到来する金額を含めております。
(*2)長期借入金には、１年内に期限の到来する金額を含めております。

　市場価格のない株式等、出資金の連結貸借対照表計上額は以下のとおりで
あります。

－ 8 －
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区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

　社債 － 368,758 － 368,758

　長期借入金 －  16,953,816 －  16,953,816

３.  金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要
性に応じて以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市

場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１
のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定
した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債
（単位：千円）

(注) 1．金融商品の時価の算定方法に関する事項
(1)社債
　当社の発行する社債の時価は、償還予定額及び社債利息の合計額を
当該社債の残存期間及び当社の信用リスクを加味した利率で割り引い
た割引現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類しており
ます。
(2)長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規借り入れを行った場合
に想定される利率で割り引いた割引現在価値により算定しており、レ
ベル2の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 時価
賃貸等不動産 3,108,522 3,385,800

賃貸等不動産に関する注記
(1)賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社グループでは東京都23区内において、賃貸用の居住用マンション（土地
を含む。）を有しております。

(2)賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金
額であります。

 ２．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による評価額に基づ
いて算定した金額であります。

－ 10 －
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当連結会計年度
区分販売 2,727,379
不動産管理 331,804
その他 (*1) 4,731,263
顧客との契約から生じる収益 7,790,448
その他の収益 (*2) 33,468,439
外部顧客への売上高 41,258,887

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(*1) その他には、土地の企画販売等が含まれております。
(*2) その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13

号）に基づく賃貸料収入及び「特別目的会社を活用した不動産の流動化
に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（会計制度委員会報告第15
号）の対象となる不動産（不動産信託受益権を含む。）の譲渡等が含ま
れております。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注
記表「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記４.会
計方針に関する事項(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

－ 11 －
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当連結会計年度

 契約負債(期首残高) 30,200

 契約負債(期末残高)  1,580

１株当たり純資産額 1,116円64銭
１株当たり当期純利益 360円75銭

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・
フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌
連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
(1)契約負債の残高

（単位：千円）

　契約負債は主に区分販売に係る契約について手付金として受け入れた前
受金であり、契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。また、契約負
債の残高に重要な変動はありません。なお、過去の期間に充足又は部分的
に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益はありません。

(2)残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引がない
ため、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。なお、顧客と
の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。

１株当たり情報に関する注記

－ 12 －
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 棚卸資産

販売用不動産及び仕掛販売用不動産
　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）を採用しております。
貯蔵品
　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 有価証券
子会社及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
　市場価格のない株式等
　　移動平均法による原価法を採用しております。

２. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、建物（附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　６年～47年

(2) 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づいております。

３. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 転貸事業損失引当金
プロパティマネジメント事業において、転貸差損が将来にわたり発生
する可能性が高い転貸物件について翌事業年度以降の損失見込額を計
上しております。

－ 13 －
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４. 収益及び費用の計上基準
(1)不動産の販売
　不動産の販売は、仕入・開発した不動産物件を法人及び一般消費者へ販
売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき、当該物件の引渡し
を行う義務を負っております。
　不動産の販売においては、物件の引渡しをもって顧客に支配が移転し、
履行義務が充足されることから、引渡し時の一時点で収益を認識しており
ます。
　取引の対価は履行義務を充足してから主として１ヵ月以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

(2)不動産の管理
　不動産の管理は、主にマンションの維持・管理サービスの提供を履行義
務としております。サービスの提供を行うにつれて、顧客が便益を享受す
るため、一定期間にわたり収益を認識しております。進捗度は、契約期間
にわたる時の経過に基づき、顧客に移転するサービスの価値を直接測定し
ております。
　取引の対価は履行義務を充足してから主として１ヵ月以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

　販売用不動産に係る控除対象外消費税等は、取得原価に算入しており
ます。また、固定資産に係る控除対象外消費税等のうち一定のものは、
長期前払費用（投資その他の資産）として計上し、５年間で均等償却を
行っております。

－ 14 －
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会計方針の変更に関する注記
(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号
2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。)を当事業年度
の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取
扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来に
わたって適用することといたしました。なお、当事業年度の計算書類に与え
る影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
(損益計算書)
　従来、支払手数料のうち融資手数料については「販売費及び一般管理費」
に含めて表示しておりましたが、当事業年度より「営業外費用」として表示
する方法に変更しております。
　これは、事業環境の変化に伴い融資手数料の重要性が増すことが想定され
ており、融資手数料の経済的実態を改めて検討した結果、支払利息と同様に
財務コストとしての性格が強いと判断したことから、当社の実態をより適切
に表示するために行ったものであります。当該表示方法の変更を反映させる
ため、前事業年度の損益計算書の組替を行っております。
　この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」
に表示していた165,862千円は、「営業外費用」の「支払手数料」165,862千
円として組替えております。
　また、この変更により前事業年度の営業利益は、165,862千円増加してお
ります。

－ 15 －
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科目名 当事業年度
販売用不動産 3,138,868
仕掛販売用不動産 14,805,345

会計上の見積りに関する注記
販売用不動産等の評価
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

    (単位：千円)

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載されている内容と同一のため、記載を省略しております。

－ 16 －
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仕掛販売用不動産 3,093,730 千円
１年内返済予定の長期借入金 967,252
長期借入金 2,207,615

販売用不動産 3,121,964 千円
仕掛販売用不動産 14,805,345
建物 1,148,218
土地 1,933,664

計 21,009,193

短期借入金 1,862,200 千円
１年内返済予定の長期借入金 6,779,709
長期借入金 6,033,576

計 14,675,485

３. 有形固定資産の減価償却累計額 174,833 千円

４. 保証債務

債務保証額 171,801 千円

　短期金銭債権 6,394 千円
　短期金銭債務 9,402

貸借対照表に関する注記
１. 金融取引として会計処理した資産及び負債

２. 担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

　当社は、本社の賃借物件に係る差入敷金について、賃貸人及び金融機関
との間で代預託契約を締結しております。当該契約に基づき、金融機関は
賃貸人に対し差入敷金を預託しており、当社は賃貸人が金融機関に対して
負う当該預託金の返還債務を保証しております。

５. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

－ 17 －
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　　仕入高 1,265 千円
　　販売費及び一般管理費 18,596
　営業取引以外の取引高
　　営業外収益 1,200

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
　営業取引による取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　134株

－ 18 －
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繰延税金資産
未払事業税 48,408千円
未払金否認 92,094
転貸損失引当金 2,720
貸倒引当金 1,222
敷金（資産除去債務） 2,917
一括償却資産 2,893
減価償却超過額 10,484
税務上の売上高認識額 697,283
繰延消費税 178,865
その他 32,494

繰延税金資産小計 1,069,385
評価性引当額 －
繰延税金資産合計 1,069,385
繰延税金負債

棚卸資産否認 714,215
繰延税金負債合計 714,215
繰延税金資産の純額 355,169

法定実効税率 30.6%
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4
留保金課税 3.0
税額控除 △1.0
その他 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.6

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差
異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

－ 19 －
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種類
会社等の
名称又は

氏名

議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関連当事者
との関係

取引
内容
(注)

取引
金額

科目
期末
残高

役員 金大仲
(被所有)

直接21.9%
間接33.8%

当社代表
取締役社長

金銭報酬債権
の現物出資

10,140 － －

１株当たり純資産額 1,112円81銭
１株当たり当期純利益 356円65銭

関連当事者との取引に関する注記
１．役員及び主要株主等

(単位：千円)

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
　譲渡制限付株式報酬制度に基づく、金銭報酬債権の現物出資であります。

収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、
「連結注記表　収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますの
で、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

－ 20 －
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